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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

構成市町村名  与論町（奄美群島） 

面積   20.58km2 

人口   5,016 人（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

 

（２）計画期間 

本計画は、令和 6 年 4 月 1 日から令和 11 年 3 月 31 日までの 5 年間を計画期間

とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画

を見直すものとする。 

 

（３）基本的な方向 

与論町は、鹿児島県最南端の島で周囲を海に囲まれ、農業・観光・水産業が主

たる産業である。このことから、地域の特性を踏まえたうえで、快適で潤いのあ

る生活環境の創造をめざして本計画を策定する。それで、これまでの大量生産、

大量消費、大量廃棄に支えられた社会経済・ライフスタイルを見直し、循環型の

廃棄物処理を形成していく必要がある。そのためには社会を構成する全ての主体

がそれぞれの立場でその役割を認識し、履行していくことが重要である。 

離島という地域の特性を踏まえながら、家庭や事業所から排出される一般廃棄

物をできる限りに分別収集し、再生利用を進めることにより、限りある地域資源

の循環を目指し、そして、ごみの排出者である住民はもとより、事業者及びごみ

の処理を直接に担当する行政が一体となり、ごみ処理の課題に取り組み循環型社

会にふさわしい廃棄物リサイクル・処理システムの構築を図る。また、町内から

発生するし尿及び浄化槽汚泥の処理についても、適正な処理体制の構築を図る。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

鹿児島県では、広域化・集約化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、

市町村の意見等を踏まえながら「鹿児島県ごみ処理広域化・集約化計画」を策定

している。その中で本町は、大島地区（奄美市、大和村、宇検村、瀬戸内町、龍

郷町、喜界町、徳之島町、天城町、伊仙町、和泊町、知名町及び与論町）として

位置づけられており、島ごとの広域化は進められており、引き続きごみ処理業務

の効率性や経済的合理性を勘案した取組を進めていく計画となっている。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

なお、プラスチック資源の分別収集及び再商品化については、離島地域のため

実施しない。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

令和 4 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図 1 のとおりである。 

 

 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（令和 4年度） 

 

（２）生活排水処理の現状 

令和 4 年度の生活排水の処理の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図 2 のと

おりである。 

生活排水処理対象人口は全体で 5,016 人であり、水洗化人口（処理人口）は

2,847 人、汚水衛生処理率 56.8％である。 

し尿発生量は 451kl/年、浄化槽汚泥発生量は 552kl/年、集落排水濃縮汚泥発

生量は 156kl/年であり、処理・処分量（＝収集・運搬量）は 1,159kl/年である。 

 

 

 

※1 総人口に対する割合は四捨五入しているため、合計が合わないことがある。 

※2 人口は令和 5 年 3 月 31 日現在の値である。 

図 2 生活排水の処理状況フロー（令和 4年度） 

  

集団回収量 総資源化量

336t

直接資源化量 処理後再生利用量 (16.9%)

202t 135t

(10.2%) 処理残さ量 (6.8%)
340t

排出量 計画処理量 中間処理量 (17.2%)

1,983t 1,782t 処理後最終処分量

(100.0%) (89.8%) 減量化量 206t

1,442t (10.4%)

自家処理量 直接最終処分量 (72.7%) 最終処分量

0t 0t 206t

(0.0%) (0.0%) (10.4%)

1,983t

0t

0 人 (0.0%)

2,847 人 (56.8%) 818 人 (16.3%) 156 kℓ/年

5,016 人 (100%) 2,029 人 (40.5%) 552 kℓ/年

2,169 人 (43.2%) 623 人 (12.4%)

1,546 人 (30.8%) 451 kℓ/年

公 共 下 水 道

非 水 洗 化 人 口 し 尿 発 生 量

汚 水 衛 生 処 理 人 口 農 業 排 水 施 設 等

総 人 口 合 併 処 理 浄 化 槽 等 浄化槽汚泥発生量

未 処 理 人 口 単 独 処 理 浄 化 槽 等

農集排水濃縮汚泥発生量
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（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目

指し、表 1 のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくもの

とする。 

また、目標達成時の一般廃棄物の処理状況フローを表 1 及び図 3 に示す。 

 

表 1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

※1 総人口に対する割合は四捨五入しているため、合計が合わないことがある。 

図 3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 11年度） 

  

事業系 排出量 417 トン 352 トン (-15.5%)

１事業所当たりの排出量
※２ 1,356.7 kg/事業所 1,135.5 kg/事業所 (-16.3%)

排出量 生活系 排出量 1,567 トン 1,323 トン (-15.6%)

１人当たりの排出量
※３ 312.4 kg/人 301.1 kg/人 (-3.6%)

合計 事業系生活系排出量合計 1,983 トン 1,674 トン (-15.6%)

再生利用量 直接資源化量 202 トン (10.2%) 170 トン (10.2%)

総資源化量 336 トン (16.9%) 284 トン (17.0%)

エネルギー回収量 エネルギー回収量（年間の発電電力量） 発電設備無し 発電設備無し

最終処分量 埋立最終処分量 206 トン (10.4%) 173 トン (10.3%)

※１　排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合
※２　（１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数）
※３　（１人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口）
《指標の定義》
排　出　量 ：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕
総資源化量 ：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕
エネルギー回収量 ：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕
最終処分量 ：埋立処分された量〔単位：トン〕

目　標（割合※１）
指　　　　　　　標

（令和4年度） （令和11年度）

現　状（割合※１）

集団回収量 総資源化量

284t

直接資源化量 処理後再生利用量 (17.0%)

170t 114t

(10.2%) 処理残さ量 (6.8%)
287t

排出量 計画処理量 中間処理量 (17.1%)

1,674t 1,504t 処理後最終処分量

(100.0%) (89.8%) 減量化量 173t

1,218t (10.3%)

自家処理量 直接最終処分量 (72.8%) 最終処分量

0t 0t 173t

(0.0%) (0.0%) (10.3%)

1,674t

0t
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（４）生活排水処理の目標 

生活排水については、表 2 及び図 4 に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の

普及を進めていくものとする。 

 

表 2 生活排水処理に関する現状と目標 

 

※1 総人口に対する割合は四捨五入しているため、合計が合わないことがある。 

 

 

 

※1 総人口に対する割合は四捨五入しているため、合計が合わないことがある。 

図 4 目標達成時(令和 11年度)の生活排水の処理状況フロー 

  

公共下水道 0 人 (0.0%) 0 人 (0.0%)

農業集落排水施設等 818 人 (16.3%) 833 人 (19.0%)

合併処理浄化槽等 2,029 人 (40.5%) 3,407 人 (77.5%)

未処理人口 2,169 人 (43.2%) 154 人 (3.5%)

合　　計 5,016 人 4,394 人

汲み取りし尿量 451 kℓ 27 kℓ

浄化槽汚泥量 552 kℓ 890 kℓ

農業廃水濃縮汚泥量 156 kℓ 156 kℓ

合　　計 1,159 kℓ 1,073 kℓ

令和11年度目標令和4年度実績

し尿
・
汚泥
の量

処
理
形
態
別
人
口

0 人 (0.0%)

4,240 人 (96.5%) 833 人 (19.0%) 156 kℓ/年

4,394 人 (100%) 3,407 人 (77.5%) 890 kℓ/年

154 人 (3.5%) 46 人 (1.0%)

108 人 (2.5%) 27 kℓ/年

農集排水濃縮汚泥発生量

公 共 下 水 道

汚水衛生処理 人口 農 業 排 水 施 設 等

総 人 口 合併処理浄化 槽等 浄化槽汚泥発生量

未 処 理 人 口 単独処理浄化 槽等

非 水 洗 化 人 口 し 尿 発 生 量
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３ 施策の内容 

（１）発生抑制、再使用の推進 

ア 行政による方策 

行政としては、ごみの適正処理、減量化・資源化を推進するため、各種ごみ処理施設の

整備、ごみ処理体制の確立、住民意識の啓発等を行っていく。 

 

イ 住民における方策 

住民におけるごみの排出抑制策は、消費者としての消費意識の変革を行うこと

が目的であり、住民１人１人がごみとして排出される商品の買い控えや選択購入

等のごみ排出抑制を考慮した消費活動の実践を行う。 

 

ウ 事業者における方策 

事業者におけるごみの減量策は、製品の製造をする事業所、製品の販売をする小売店、

事務系の各種事業所の３つの区分に大別され、それぞれの内容に応じたごみの減量策を

講じていく。 

 

エ 生活排水対策 

家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の啓発活動の強化を図る。 

・広報活動の実施 

・無リン洗剤、せっけんの使用 

 

（２）処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表 3 のとおりである。 

本町の現在の収集分別区分は可燃ごみ、資源ごみ（缶類、びん類、ペットボト

ル）、不燃ごみである。また、可燃ごみは直接搬入も受け付けている。粗大ごみに

ついては収集を行なわず、直接搬入で受け付けている。 

今後についても引き続き現状を維持しながら、直接搬入可燃ごみを焼却ごみと

資源ごみ（紙類、ダンボール）に分別搬入してもらい焼却ごみの減量に努める。 

 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系一般廃棄物について本町においては、家屋と一体となった小規模事業所

が多く 1 日に収集するごみ量も少ないため、収集時に可燃ごみを生活系と事業系

に区別して収集・計量を行うことは困難である。従って、施設に直接持ち込みさ

れる可燃ごみのみ生活系と事業系に区分するものとし、その他のごみについては

生活系と事業系との区別をせずに処理、処分を行う。 

今後についても引き続き現状を維持しながら、直接搬入可燃ごみを焼却ごみと

資源ごみ（紙類、ダンボール）に分別搬入してもらい焼却ごみの減量に努める。 
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ウ 一般廃棄物処理施設の現状と今後 

現在、与論町では、平成 28 年度に竣工した与論クリーンセンター美ら島（8ｔ

/日、間欠燃焼式ストーカ式焼却炉）にて可燃ごみの焼却処理を行っている。また、

平成 13 年度に竣工した与論町リサイクルセンター（2.2ｔ/日）にて、粗大ごみ・

不燃ごみ・資源ごみの破砕・選別等の処理を行っている。平成 18 年度には選別・

圧縮した資源ごみ用のストックヤード(200 ㎡)を整備した。 

また可燃ごみを焼却した際に発生する焼却灰（主灰、飛灰）および資源化でき

なかったカレットや陶器類等は、平成 25 年度に竣工した与論町一般廃棄物最終

処分場にて安定的な自区内処分を行っているが、使用期間が令和 10 年度までの

予定であることから、令和 11 年度を目途に更新施設を整備する。 

 

エ 生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、引き続き、農業集落排水が整備されていない地域

で合併浄化槽の普及を進めていく。 

また、し尿・浄化槽汚泥及び農業集落排水濃縮汚泥については、与論町衛生処

理センターにおいて処理後、海域へ放流し、脱水した汚泥については与論クリー

ンセンター美ら島にて助燃剤として使用するなど、環境に配慮した処理を行って

いくものとする。 

 

オ 今後の処理体制の要点 

 

◇ごみ処理体制については、引き続き現状を維持しながら資源ごみの分別による焼却

ごみの減量に努める。 

◇新たな最終処分場については、令和 11年度を目途に更新施設を整備する。 

◇合併浄化槽の普及により、生活排水の適正処理を推進する。 

◇与論町衛生処理センターにて環境に配慮した運転管理を行う。 

 



 

表 3 与論町における生活系ごみの分別区分の現状と今後 

 

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

可燃ごみ 焼却処理
与論クリーンセンター美ら

島
（ごみ焼却処理施設）

焼却残渣は埋
立

1,542 可燃ごみ 焼却処理
与論クリーンセンター美ら

島
（ごみ焼却処理施設）

焼却残渣は埋
立

1,302

（ダンボー
ル、新聞、雑
誌類）

直接資源化 202
（ダンボー
ル、新聞、雑
誌類）

直接資源化 170

粗大ごみ
破砕・選
別・圧縮処
理

与論町リサイクルセン
ター

有価物は売却
破砕残さは焼
却

107 粗大ごみ
破砕・選
別・圧縮処
理

与論町リサイクルセン
ター

有価物は売却
破砕残さは焼
却

90

不燃ごみ
破砕・選別
処理

与論町リサイクルセン
ター

有価物は売却
破砕残さは埋
立

24 不燃ごみ
破砕・選別
処理

与論町リサイクルセン
ター

有価物は売却
破砕残さは埋
立

20

資源ごみ
選別・圧縮
処理

与論町リサイクルセン
ター

資源物は売却
選別残さは埋
立

110 資源ごみ
選別・圧縮
処理

与論町リサイクルセン
ター

資源物は売却
選別残さは埋
立

93

与論クリーンセンター美ら島（一次貯
留）

与論クリーンセンター美ら島（一次貯
留）

今後（令和11年度）

与論町

分別区分 処理方法
処理施設等 処理予測

(トン)

現状（令和4年度）

与論町

処理実績
(トン)

分別区分
処理施設等

処理方法

-
 8 

- 
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（３）処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 

上記（２）の分別区分の適正な処理を推進ため、表 4 のとおり必要な整備を行う。 

 

表 4 整備する処理施設 

 

（整備理由） 

事業番号２ 既存施設の使用期間が令和 10年度までの予定のため。 

 

イ 合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表 5 のとおり行う。 

 

表 5 合併処理浄化槽の整備計画 

 

  

事業
番号

整備施設種類
施設名

事業名 施設規模 設置予定地 事業期間 国土強靭化
プラ要件化の
経過措置の
適用事業

２
最終処分場
（仮称）与論町一般廃
棄物最終処分場

与論町一般廃棄物最終
処分場施設整備事業

3,900㎥ 鹿児島県与論町 R9～R10 － －

直近の整備済
基数（基）

整備計画
基　　数

整備計画
人　　口

（2017年度） （基） （人）

浄化槽設置整備事業 702 500 960 R6年度～R10年度
与論町地域
強靭化計画

浄化槽市町村整備推進事業 － － － － －

その他地方単独事業 － － － － －

合　　計 702 500 960

事　　　　業 事業期間 国土強靭化
事業
番号

１
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（４）施設整備に関する計画支援事業 

計画支援事業については、表 6 のとおり行う。 

 

表 6 実施する計画支援事業 

 

 

（５）その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

ア 廃家電リサイクルに関する普及啓発 

廃家電のリサイクルについては、特定家庭用機器再商品化法に基づく、適切な回

収、再商品化がなされるよう、関連団体や小売店などと協力して、普及啓発を行う。 

 

イ 不法投棄対策 

各集落の自治公民館活動などと一体となった普及啓発により、区分分別の徹底を

進めるとともに、パトロールの強化などを行い、不法投棄防止を図る。 

 

ウ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

本町では、令和 2 年 3 月に「与論町災害廃棄物処理計画」を策定しており、災害

廃棄物の処理に関する基本方針として、以下の 4 つの項目を掲げている。 

・衛生的かつ迅速な処理 

・分別・再生利用の推進 

・処理の協力・支援、連携 

・環境に配慮した処理 

仮置き場候補地としては、総合グラウンド（与論町）、福祉センター横空地（与論

町）、リサイクルセンター横雑種地（民間）を想定しており、最終処分場としては一

般廃棄物最終処分場（与論町）を想定しているが、既設処分場は使用期間が令和 10

年度までの予定であることから、早急に更新施設を計画する必要がある。 

 

エ 有機性廃棄物の有効活用 

与論町衛生処理センターで製造される助燃剤については、与論クリーンセンター

美ら島にて使用し、有効活用していく。 

 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間
プラ要件化
の経過措置
の適用事業

一般廃棄物最終処分場施設整備事業
（事業番号２）に係る基本計画策定事業

施設整備計画 R7 －

一般廃棄物最終処分場施設整備事業
（事業番号２）に係る生活環境影響調査事業

生活環境影響調査 R7～R8 －

一般廃棄物最終処分場施設整備事業
（事業番号２）に係る測量調査・地質調査事業

測量調査 R7 －

一般廃棄物最終処分場施設施設整備事業
（事業番号２）に係る発注仕様書作成事業

工事発注支援 R8 －

２
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オ 災害時のし尿の処理に関する事項 

災害時に発生するし尿の処理体制の確保を図るため、町内の関係機関との連携体

制を構築・維持する。 

※ 中間処理施設…与論町衛生処理センター 

※ 仮設トイレ…仮設トイレ等の必要数を把握し、避難所等へ設置する。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を点検するとともに、必要に応じて関係

機関と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、的確かつ効果的な計画の見直

しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速や

かに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を県に報告、公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映

させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直

すものとする。 
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循環型社会形成推進地域計画の添付資料一覧 

 

 

 

・循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１ 

１ 地域の概要 

２ 一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標 

３ 一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定 

４ 生活排水処理の現状と目標 

５ 浄化槽の整備状況と更新、廃止、新設の予定 

・様式２ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２ 

・参考資料様式３ 施設概要（最終処分場系） 

・参考資料様式６ 施設概要（浄化槽系） 

・参考資料様式７ 計画支援概要 

・別添１ 対象地域図 

・別添２ 目標の設定に関するグラフ等（ごみトレンド） 

          〃      （生活排水） 

・別添３ 計画地域内の施設位置図 

・別添４ 廃棄物処理施設が存在する地域のハザードマップ 
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様式１

１　地域の概要

(1)地域名 (2)地域内人口 (3)地域面積

(4)構成市町村等名 与論町 (5)地域の要件

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

年度

指標・単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

総排出量（トン） 584 465 696 682 417 352 (-15.5%)

事業所数 305 302 302 307 307 310

1事業所当たりの排出量（kg/事業所） 1,914.8 1,539.7 2,304.6 2,221.5 1,356.7 1,135.5 (-16.3%)

総排出量（トン） 1,778 1,646 1,500 1,468 1,567 1,323 (-15.6%)

人口 5,203 5,179 5,090 5,061 5,016 4,394

1人当たりの排出量（kg/人）
※ 341.6 317.9 294.8 290.1 312.4 301.1 (-3.6%)

合計 事業系生活系排出量合計（トン） 2,362 2,111 2,196 2,150 1,983 1,674 (-15.6%)

123 131 183 181 202

(5.2%) (6.2%) (8.3%) (8.4%) (10.2%)

285 289 333 334 336

(12.1%) (13.7%) (15.2%) (15.5%) (16.9%)

年間の発電電力量（MWh） 0 0 0 0 0

年間の熱利用量（GJ） 0 0 0 0 0

1,797 1,575 1,640 1,608 1,442

(76.1%) (74.6%) (74.7%) (74.8%) (72.7%)

280 248 223 208 206

(11.8%) (11.7%) (10.2%) (9.7%) (10.4%)

減量化量

0

(17.0%)

284

(10.2%)

総資源化量（トン）

直接資源化量（トン）

エネルギー回収量
エネルギー
回収量

排出量

事業系

再生利用量

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１

20.58 ㎢5,016 人

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

与論町（与論地域）

(6)構成市町村に一部事務組合等が含ま
れる場合、当該組合の状況

170

令和11年度（令和4年度比）

目　標過去の状況・現状（排出量に対する割合）

(10.3%)

173

(72.8%)

1,218

0

生活系

※「与論町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画　平成28年3月」では、の計画目標年度（令和7年度）の減量目標値として“平成26年度実績に対し10％減量した1,044ｇ/人･日”を設定して
おり、その原単位が令和11年度まで続くものと仮定して設定している。なお、排出量原単位は一般廃棄物の全排出量に対するもので、生活系と事業系それぞれの排出量原単位の目標値は
設定されていない。

最終処分量 埋立最終処分量（トン）

減量化量（中間処理前後の差　トン）
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様式１

３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定
(1)現有施設リスト

施設種別 施設名 型式及び処理方式 処理能力(単位) 竣工年月 廃止又は休止(予定)年月 解体(予定)年月

ごみ焼却施設
与論クリーンセンター美ら
島

ストーカ式 8.0ｔ/日 H29.3 未定 未定

リサイクルセンター 与論町リサイクルセンター 破砕・選別・圧縮 2.2ｔ/日 H14.3 未定 未定

埋立処分場
与論町一般廃棄物最終処分
場

移動式バケット方式 3,900㎥ H26.3 R11.3 未定

(2)更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 型式及び処理方式 処理能力(単位) 竣工予定年月 更新(改良)・新設理由
廃焼却施設の解体の有無
及び解体施設の名称

廃焼却施設解体事業
着手(予定)年月
完了(予定)年月

想定される浸水深と対
策

プラスチック再商
品化を実施するた
めの施設整備事業

備考

埋立処分場
与論町一般廃棄物最終処分
場

移動式バケット方式 3,900㎥ R11.3
現有施設の埋立終了が見込

まれるため。
― ― 浸水想定なし。 － 新設

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１

浸水想定なし。

浸水想定なし。

備考

継続

継続

継続

与論町

与論町

想定される浸水深と対策

浸水想定なし。

事業主体

事業主体

与論町

与論町
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４　生活排水処理の現状と目標

目　標

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和11年度

総人口 5,203 5,179 5,090 5,061 5,016 4,748 4,394

0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

856 840 864 876 818 836 833

16.5% 16.2% 17.0% 17.3% 16.3% 17.6% 19.0%

1,799 1,851 1,915 1,972 2,029 2,567 3,407

34.6% 35.7% 37.6% 39.0% 40.5% 54.1% 77.5%

未処理人口 2,548 2,488 2,311 2,213 2,169 1,345 154

※ 参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

５　浄化槽の整備状況と更新、廃止、新設の予定

基数 処理人口 開始年月 基数 処理人口 目標年次

702 2029 平成8年4月 500 960
令和11年

度

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

施設種別 事業主体
現有施設の内容（令和4年度） 整備予定基数の内容

汚水衛生未処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口

合併処理浄化槽等

農業集落排水施設等

公共下水道

過去の状況・現状

備　　　考

与論町

浄化槽設置整備事業
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様式２

（税込）

規模
事業期間

※５
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

単位 開始 終了
令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

○マテリアルリサイクル推進等に関する事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
リサイクルセンター 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ選別施設整備 0 0
破砕・選別施設整備 0 0
不用品再生施設整備 0 0
展示施設整備 0 0

ストックヤード整備 0 0
容器包装リサイクル推進施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分別回収拠点整備 0 0
小規模ストックヤード整備 0 0
簡易プレス機整備 0 0
ごみ収集車整備 0 0

廃溶融施設整備事業 0 0
その他の施設整備事業等（施設名記載） 0 0

○エネルギー回収等に関する事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ごみ焼却施設整備事業 0 0
メタンガス化施設整備事業 0 0
ごみ燃料化施設整備事業 0 0
その他の施設整備等（施設名記載） 0 0

○有機性廃棄物リサイクル推進に関する事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ごみ飼料化施設整備事業 0 0
ごみたい肥化施設整備事業 0 0

○廃棄物収集運搬中継に関する事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
サテライトセンター整備事業 0 0

○最終処分に関する事業 480,000 0 0 0 240,000 240,000 480,000 0 0 0 240,000 240,000
最終処分場整備事業 2 与論町 3900 ㎥ R9 R10 480,000 240,000 240,000 480,000 240,000 240,000
最終処分場再生事業 0 0

○合せ産廃モデル施設整備に関する事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合せ産廃モデル施設整備 0 0

○し尿処理に関する事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
汚泥再生処理センター整備 0 0
コミュニティ・プラント整備 0 0

○浄化槽に関する事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
浄化槽設置整備 0 0
浄化槽市町村整備推進 0 0

213,673 70,150 68,917 67,996 3,305 3,305 194,884 63,986 62,818 62,064 3,008 3,008
1 与論町 500 基 R6 R10 213,673 70,150 68,917 67,996 3,305 3,305 194,884 63,986 62,818 62,064 3,008 3,008

0 0
70,000 0 25,000 45,000 0 0 70,000 0 25,000 45,000 0 0

与論町一般廃棄物最終処分場施設整備計画支援事業 70,000 0 25,000 45,000 0 0 70,000 0 25,000 45,000 0 0
施設整備計画策定 2 与論町 － － R7 R7 8,000 8,000 8,000 8,000
生活環境影響調査 2 与論町 － － R7 R8 22,000 15,000 7,000 22,000 15,000 7,000
測量調査 2 与論町 － － R7 R7 2,000 2,000 2,000 2,000
実施設計 2 与論町 － － R8 R8 38,000 38,000 38,000 38,000

○災害廃棄物処理計画策定支援事業 0 0
763,673 70,150 93,917 112,996 243,305 243,305 744,884 63,986 87,818 107,064 243,008 243,008

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４等に示す事業番号と一致させること。
※２ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※３ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。
※４ 事業が地域計画を跨ぐ場合は地域計画期間内の事業期間を記入し、備考欄に全体の事業期間を記載すること。なお、事業期間は国富対象外部分のみを行う期間も含む。
※５ 廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を別行で記載すること。

合計

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２

事業主体
名　　称

※２

事業
番号
※１

備考
事業名称

事業種別

公共浄化槽等整備推進事業
○施設整備に関する計画支援事業

浄化槽設置整備事業
○浄化槽に関する事業
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(1) 事業主体名 与論町

(2) 施設名称 与論町一般廃棄物最終処分場

(3) 工期 令和9年度～令和10年度

(4) 施設規模 総面積：約3,000㎡、埋め立て面積：約1,000㎡、埋立容積：約3,900㎥

(5)
処理開始年度
及び終了年度

埋立開始：令和11年度
埋立終了：令和25年度

(6) 跡地利用計画

(7) 地域計画内の役割

現有最終処分場の残余量が少なく、埋立処分の終了が見込まれるため、
自区内処理の原則のもと新たな最終処分場を町内に整備する。これを適
正な管理のもとで環境負荷の低減及び運営期間の延命化をはかり、循環
型社会の基盤に資する最終処分場とする。

(8)
廃焼却施設解体
工事の有無

無し

(9) 事業計画額 総事業費480,000千円（うち交付対象事業費480,000千円）

【参考資料様式５】

施設概要（最終処分場系）
都道府県名　鹿児島県 　
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194,884 千円

千円

千円

○ 事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模
【浄化槽設置整備事業の場合】

（ 960 人分）

383 基（ 735 人分） 127,156 142,321 127,156

102 基（ 196 人分） 42,228 45,333 42,228

15 基（ 29 人分） 8,220 8,739 8,220

基（ 人分）

基（ 人分）

基（ 人分）

基（ 人分）

基 0 0 0

192 基 17,280 17,280 17,280

基

基

基

500 基（ 960 人分）
合  計 194,884 213,673 194,884※基数の合計には、宅内配管費、撤去費、改築費を

除く。

浄化槽設置整備事業

【参考資料様式７】
施設概要（浄化槽系）

都道府県名　鹿児島県 　

与論町

(2)　事業名称

(1)　事業主体名

　生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、し尿と雑排水を併せて処理
する浄化槽の整備を推進する。

令和6年度 ～ 令和10年度

(3)　事業の実施目的及び内容

交付対象事業費

　うち、（以下の事業を実施する場合）

(5)　事業対象地域の要件

(4)　事業期間
（生活排水処理基本計画期間）
※生活排水処理基本計画をもって地域
計
画に代える場合に括弧書きで記載。

人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他

　・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費

　・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費(6)　事業計画額

     5人槽

総事業費
交付対象
事業費

 8～10人槽

11～20人槽

人槽区分
交付対象基数

基準額合計

 6～ 7人槽

台帳作成費

計画策定等調査費

効率的な転換促進及び管理適正化推進費

21～30人槽

31～50人槽

51人槽以上

改築費（長寿命化）

改築費（災害）

撤去費

宅内配管費

浄化槽整備
効率化事業費

雨水貯留槽等
再利用
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(1) 事業主体名

(2) 事業目的

(3) 事業名称

一般廃棄物最終
処分場施設整備

事業
（事業番号２）
に係る基本計画

策定事業

一般廃棄物最終
処分場施設整備

事業
（事業番号２）
に係る生活環境
影響調査事業

一般廃棄物最終
処分場施設整備

事業
（事業番号２）
に係る測量調査

事業

一般廃棄物最終
処分場施設整備

事業
（事業番号２）
に係る実施設計

事業

(4) 事業期間 令和7年度 令和7～8年度 令和7年度 令和8年度

(5) 事業概要
整備計画策定 生活環境影響

調査
測量調査 実施設計

8,000千円 22,000千円 2,000千円 38,000千円

うち、交付対象事業費 うち、交付対象事業費 うち、交付対象事業費 うち、交付対象事業費

8,000千円 22,000千円 2,000千円 38,000千円

(6) 事業計画額

【参考資料様式８】

計 画 支 援 概 要
都道府県名　沖縄県 　

与論町

一般廃棄物最終処分場施設整備のため
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別添１ 対象地域図 

 

図 対象地域図 
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別添２ 目標の設定に関するグラフ等 

 

一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

5,179 5,090 5,061 5,016 4,748 4,691 4,634 4,574 4,514 4,454 4,394

302 302 307 307 307 308 308 309 309 309 310

465 696 682 417 389 380 371 366 361 356 352

1,646 1,500 1,468 1,567 1,466 1,430 1,395 1,377 1,359 1,340 1,323

318 295 290 312 309 305 301 301 301 301 301

1,540 2,305 2,221 1,357 1,267 1,234 1,205 1,184 1,168 1,152 1,135

2,111 2,196 2,150 1,983 1,855 1,810 1,766 1,743 1,720 1,696 1,675

1,114 1,182 1,164 1,083 1,067 1,057 1,044 1,044 1,041 1,043 1,044

289 333 334 336 314 307 299 295 292 288 284

年間の発電電力量（MWh） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

年間の熱利用量（GJ） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

248 223 208 206 192 188 183 181 179 176 173

366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365

⑥1事業所当たりの排出量
（kg/事業所）

⑤1人当たりの排出量
（kg/人）

④生活系ごみ排出量
（トン）

③事業系ごみ排出量
（トン）

②事業所数（箇所）

①総人口（人）

過去の状況・現状 予測

⑩エネルギー
　回収量

指標・単位

年間日数
（日）

⑩埋立最終処分量
（トン）

⑨総資源化量
（トン）

⑧1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

⑦総排出量
（トン）
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1,646 
1,500 1,468 1,567 1,466 1,430 1,395 1,377 1,359 1,340 1,323 

465 696 682 417 
389 380 371 366 361 356 352 

2,111 2,196 2,150 
1,983 

1,855 1,810 1,766 1,743 1,720 1,696 1,675 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

③事業系ごみ排出

量

（トン）

④生活系ごみ排出

量

（トン）

289 

333 334 336 
314 307 299 295 292 288 284 

248 
223 

208 206 
192 188 183 181 179 176 173 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑨総資源化量

（トン）

⑩埋立最終処分

量

（トン）
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5,179 
5,090 5,061 

5,016 

4,748 
4,691 

4,634 
4,574 

4,514 
4,454 

4,394 

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

5,400

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

318 295 290 312 309 305 301 301 301 301 301 

1,114 
1,182 1,164 

1,083 1,067 1,057 1,044 1,044 1,041 1,043 1,044 

1,540 

2,305 
2,221 

1,357 
1,267 1,234 1,205 1,184 1,168 1,152 1,135 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（㎏/日）（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

⑧1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）

⑤1人当たりの排出量

（kg/人）

⑥1事業所当たりの排出量

（kg/事業所）
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目標

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

総人口（人） 5,179 5,090 5,061 5,016 4,748 4,691 4,634 4,574 4,514 4,454 4,394

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

840 864 876 818 836 842 849 854 847 840 833

16.2% 17.0% 17.3% 16.3% 17.6% 17.9% 18.3% 18.7% 18.8% 18.9% 19.0%

1,851 1,915 1,972 2,029 2,567 2,884 3,193 3,491 3,464 3,436 3,407

35.7% 37.6% 39.0% 40.5% 54.1% 61.5% 68.9% 76.3% 76.7% 77.1% 77.5%

未処理人口（人） 汚水衛生未処理人口 2,488 2,311 2,213 2,169 1,345 965 592 229 203 178 154

集落排水施設等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は
汚水処理人口普及率

合併処理浄化槽等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は
汚水処理人口普及率

生活排水の処理の実績と予測

　指標・単位

過去の状況・現状 予測

公共下水道（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は
汚水処理人口普及率

2,488 2,311 2,213 2,169

1,345
965

592
229 203 178 154

1,851 1,915 1,972 2,029

2,567
2,884

3,193
3,491 3,464 3,436 3,407

840 864 876 818
836 842 849 854 847 840 833

0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

5,179 5,090 5,061 5,016 4,748 4,691 4,634 4,574 4,514 4,454 4,394

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 生活排水処理人口の推移

公共下水道

（人）

集落排水施設

等（人）

合併処理浄化

槽等（人）

未処理人口

（人）
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別添３ 計画地域内の施設位置図 

 

図 計画地域内の施設位置図 
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別添４ 廃棄物処理施設が存在する地域のハザードマップ 

 


